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21修士論文要旨

ポイント制度の今後の展開

青井	倫一 浅川	和宏

金山	素子80930210

小幡	績

現在ポイント市場は、1 兆円を越える規模まで毎年伸びて

きており、まだその成長は続くものとみられる。最近の傾向

としては自社での使用に留まらず、他社にも流通あるいは電

子マネーに形をかえるものもあり、もはや一種の通貨化して

いるといえる。

 このような現状のポイント市場は、死角がないようにみ

えるが、それは正しいのか ?

企業のビジネスモデル、T ポイントやスイカを見る限り死

角がないように見えるが、ポイントをつかっている消費者は

必ずしもポイント自体を信用していないことが経産省のアン

ケートからも見ることができる。消費者保護の観点がはっき

りとみられないポイントは、いずれ失速する。現在、日本の

ポイント市場で使われているマーケティング手法が技術革新

で購買履歴からのマーケティングに変わった場合、ポイント

による囲い込みの意味が失われ、ポイント市場は新たな価値

を生まなくては失速し、そのままでは衰退するだろう。しか

し、日本のポイントは電子マネーとの交換という新たな側面

を加えたため、一種の通貨として生き残る可能性がある。こ

の可能性を確固としたものとするためには、消費者の信用が

必須である。消費者主体といえるポイント制度を確立するた

めにも、今業界団体をつくって消費者の信用をえられるモデ

ルへの転換が必要と考える。そのモデルとは、業界団体によ

るポイント引き当てのための金銭信託の制度化および不服申

し立て制度の創設である。これらのモデルにより、ポイント

市場はその取引がより透明化され、消費者にとっても使いや

すくなると考える。


